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緑化のための土壌改良試験
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1. はじめに

東京港臨海埋立地の立地環境は、緑化樹木が健全に生育するためにはきわめて劣悪な環境である。

すなわち、土壌的には、地下鉄工事や建設工事の残土、生活廃棄物、吹上げ砂、ヘドロなどによって

埋立てられたもので、理学性、化学性とも不良な土壌が多い。また、基盤造成に重機類を使用するた

め土壌が堅密で水分環境も悪い場合が多い。さらに、地形的には平担なと ζろが多く、潮風の影響を

受けやすい。

ζのような条件のもとで緑化をはかるためには、植物が生育する基盤である土壌を改良する乙とが

急務であると考えられる。

現在の土壌改良方法は、良質な土壌を多量に客土して緑化をはかつているが、最近は、良質な客土

用の土壌を多量に入手する乙とが困難になりつつあり、既存の埋立土壌を改良して緑化をはかる必要

にせまられている。

既存土の土壌改良方法については種々の方法があると考えられるが、 ζζでは、既存土で最も不足

している有機物の問題を取り上げ、有機物の合理的、経済的な施用方法を究明し、既存土の化学的改

良をはかるとともに、物理的な改良もあわせてはかろうとするものである。

なお、本試験の実施にあたり、東京都港湾局開発部海上公園諜ならびに大井ふ頭中央海浜公圏西側

事務所の諸氏に多大な御協力を賜った。乙 ζに深く感謝の意を表する。



2. 試験地の設定（試験計画〉

2-1 試験地

試験地は昭和 55年度に東京都港湾局開発部海上公園課が造成した「大井ふ頭中央海浜公園」内に

設置した。位置は、図 11ζ示すとおりである。試験地の方位は西、傾斜は10.度である。なお、海抜

高は、 4～ 5mである。
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図－ 1 試験地位置図

2-2 処理区

試験の処理区は、試験地内に図21C:.示す4つの処理区を設けた。処理区の大き怠は、 1区当り

5m×5mの25ntである。
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2-3 使用資材

有機質系の土壌改良剤には、パーク堆肥、ピートモス、フミゾール、鶏糞およびコンポストなど

多くの種類があり、効用は種類ごとの特性や内容によって異なっている。

今回の試験では、均一な製品が容易に入手出来、肥料成分も適当に含まれ、此撤的安価な「パー

ク堆肥」を使用した。

2-4 処理方法

ノfーク堆肥の施用による土壌改良方法は、土壌への混入、地表面マルチ処理など種々の方法が考

えられる。しかし、東京港臨海埋立地の場合、埋立て材料が建設工事や地下鉄工事の残土などで埋

立てられたものであり、コンクリートやアスフアルト塊など大小さまぎまな爽雑物を含んでいるo’ そのため、耕転などはり土壌への混入が不可能か、あるいは非常な労力を必要とする場合が多い。

したがって、今回の試験処理は、パーク堆肥を地表面にマルチし、土壌にどのような影響をおよ

ぼすか、その土壌改良効果を把握するよう設計した。

処理区別の処理方法は、つぎに示すとおりである。

I区； 'lJJkg/rrt施用区：処理区内に生育するすべての植物を刈り取り、処理区外に除去した後、

処理区全面にパーク堆肥を 20kg/iぽマルチ施用した。

E区； 1批g/rrt施用区： l区と同様生育する積物を除去後、処理区全面にパーク堆肥を 10kg/rrt 

マルチ施用した。

• m区；刈取区： I、E区と同様生育する績物を除去した後、裸地のまhにした処理区。

W区；対照区 ：現状のま』の処理区。
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3. 試験の実施方法

試験計画に基づき、図 21c.示す処理区を設定後、試験地の基礎調査を行なった。その後、 I区、

E区および臨区については処理区内にあるすべての植物を刈り取り、処理区内を裸地化した。裸地

化した処理区のうち、 I区と E区を対象にパーク堆肥をマノレチ施用した。

マルチ処理の方法は、マルチ処理試験の予定地を lm×Imlζ区切り、 I区（ 20kr;/nt施用区）

には 1rrnc. 1袋（ 20kg）、E区（ lOkg/nt施用区）には2ntl乙1袋、裸地化した土壌表面l乙均ーに

拡げ、風で飛散するのを防ぐため軽くふみつけて施用した。なお、施用したパーク堆肥は、一般に

市販されているパーク堆肥（広葉樹ノてーク堆肥）を購入して使用した。

ノTーク堆肥を施用した日は、昭和 57年8月27日である。

表lは、施用したパーク堆肥の諸性質を示したものである。水分含量は、 63.3%とや h高かった。

PH(H20）は、パーク堆肥の原料が広葉樹のため 7.3と高く、アルカリ性であった。全炭素や

全窒素の有機質系養分は、全炭素が48.1%、全窒素が 1.02%で、炭素率は 47.2%と比較的帯〉っ

た。塩基類は、カルシウムの含有率が9.12%とや〉高カ句たが、他の成分は一般的な値であった。

しかし、塩基置換容量は 50.7 me./ 100 9であり、パーク堆肥としては低い値で、あった。

表 1 パーク堆肥の諸性質

水分含量 pH（崎戸） 全炭素 全窒素 炭素率
塩基 カリウム ナJJレンウムマグ吟心不フム

容積重
置僕容量 (K20) ( CaO) (MgO) 

‘S 

% % % Ire./1009 % % % 9/)1昨 c

63.3 % 7. 3 48.1 1. 02 47. 2 50. 7 1. 19 9. 12 0.85 26 

4-



4. 調査項目

ノてーク堆肥の施用による土嬢改良効果を客観的に把握するため、土壌調査と植生調査を実施した。

土壌調査は、試験地設定時に土壌断面、理学性および化学性の基礎調査を行ない、試験地設定後は、

土壌の水分動態、理学性と化学性の変化を調査解析した。

植生調査は、試験地設定時に植物生態学的な観点から植生の概況と種類組成を調査し、試験地設定

後は、種類総成の変化を中心に、地上部現存量と生活型組成の変化をあわせて調査解析した。
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5. 調査結果と考察

5 - 1 土壌調査

土壌調査は、試験地の設定時に土壌の断面形態を調査すると同時に、理学性と化学性を調査した。

試験実施後は、定期的lζ土壌の水分動態、理学性および化学性の変化を調査した。

海岸埋立地など人工造成地の土壌調査方法については、確立した方法がないのが現状である。今

回の調査では種々の万法を検討した結果、公園造成における土壌改良は主として樹木を育てる ζ と

が目的であるため、森林を対象とした方法である自然状態における土壌調査の方法 （河田・小島

1976）に準じて行った。
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5-1-1 土壌の断面形態

試験地設定時の昭和 57年8月26自に、図 3lic.示す位置で土壌の断面形態を調査した。
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長
0

．∞

ヌ 0 ・ロ• .o. I• 
INu 3 

)( 0 ・ロ企企

－ 
N且2

0 ・ロ企 .o. I• 
'No. 1 X 0・ロ・ .0.

5.0m 
l.Om 
トー－， 5.0仇

1.0m 
ト一一→ 5.0m 

l.Om 
トーー叶 5.0m 

』」_fil_
・：昭和57年8月26日調査（試験地設定時）

ム：昭和57年10月19日 H

.：昭和57年12月8日 ρ

口：昭和58年 5月24日 H

・：昭和58年10月28日 H

O：昭和59年8月14日 ρ

×：昭和59年10月9日 N

図3 土纏調査位置

N J 町、、

(1）調査方法

調査地点ごとに、 40cmの深さまで試坑し、土壌層位を区分した後、層位ごとに、土色、土性、

堅密度などを調査した。なお、土壌盾位の区分については、自然状態の土壌とは異なるので、上

部から I層、 E層、……に区分した。

(2）調査結果と考察

図4は、調査地点ごとの土壌断面形態を示したものである。いずれの調査地点とも、 I、E、

Eの8層からなり、層位の厚さ、土色、土性、堅密度などの諸性質はほY同じで、断面形態は類

似していた。埋立て母材は、 I層では、建設工事の残土を主体に埋立てられたものであると思わ

れた。 E層とE層では、土性が砂土で、吹上げ砂によって埋立てられたものであると恩われた。

堅密度は、いずれの地点、層位とも硬く、 I層では堅あるいは固結、 E層と皿層では固結状態

であった。土壌が硬い原因は、造成時に重機類を使って整地するためであると考えられた。根系

は、 I層と E層の上部lζ草本類の根が見られた。しかし、いずれの調査地点とも土壌構造の発達

は見られなかった。 ζのように、土壌断面を見たかぎり木本植物の生育には適当でない土壌のよ
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うに思われた。

地点No.1 
1区とE区の間

地点No.2 
E区とE区の間

地点No.3 
E区とN区の間
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図4 土援の断面形態
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5,-1 -2 土擦の水分動態

ノfーク堆肥のマルチ施用は、地表面の蒸発散を抑制し、土壌の水分環境を良くするものと考えら

れている（五日市分場 1980）。

そこで、パーク堆肥のマルチ施用が土壌水分に与える影響を調査し、その効果を把握するため、

施用したパーク堆肥と表層土（深さ O～4cm）を定期的に採取して水分含量を調査した。

(1）調査方法

図31乙示す位置より処理区別に、施用したパーク堆肥と表層土（ 400llll採土円筒を使用）を採取

して実験室に持ち帰り、ノてーク堆肥は、評量ピンを使い定温乾燥器で、表層土は、土壌の理学性調

査における円筒処理と同ーの方法で採取時の水分含量を測定した。

調査日は、つぎのとおりである。

昭和 57年： 10月 19日と 12月8日

昭和田年： 5月 24日と 10月28日

間和 59年： 8月 14日と 10月9日

(2）調査結果と考察

今回の調査は、昭和田年 10月28日の調査をのぞき乾燥状態を見るため、晴天が数日あるいは、

10数日続いた後を目途に調査した。

図5は、施用したパーク堆肥の含有水分動態を処理区別に示したものである。パーク堆肥の施用

時における水分含量は 63.3%であったが、施用 2ヶ月後では、 I区（ 20kg /nt施用区）が 51.7%、

E区（ lOkr;/m:施用区）が 36.7%で、以後、昭和 58年5月但日までし E区とも水分含量が徐々

に低下し、 5月24日には I区が40.0%、 E区が22.8%であった。乙の間の両区の水分含量の差’ は常に 15鰍上あった。しかし、昭和 58年 10月28日の調査は、降雨翌日に調査したため、 I区

(49. 8 %）、 E区（ 48. 6 %）とも水分含量はほY同程度で、降雨後のパーク堆肥の水分含量は 50%

程度になるものと考えられた。施用 2年後の岡和 59年では、 8月14日の I区が 11.3%、E区が8.7%、

10月9日の I区が 16.4%、 E区が9.6%であり、抱用2年後では乾燥が続くとパーク堆肥もかなり乾

燥するものと考えられた。しかし、前年に比べて水分含量は低いが、多量施用の I区のほうが常に

水分含量が高かった。

また、施用時のパーク堆肥の施用量は、乾重で、 I区が7.34 kr;/rrt、E区が 3.67 kr;/rrtであっ

たが、 2年後の昭和59年 10月 15日では、 I区が 1.B2kg/rrt、E区が 1.OBk(V'rrtで、 2年聞に I

区が75%、 E区が71%減少した。
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図6は、表層土（深さ 0～4cm）の採取時水分量の動態を処理区別に示したものである。

5i 58年の調査では、パーク堆肥を施用した I区、 E区とも降雨後の昭和田年 10月28日

図5
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乙れらの結果から、裸地化した場所へのパーク堆肥のマルチ処理は、土壌水分の抑制限］果があり、

その効果は2年を経過しでも継続するものと考えられ、施用量は多いほうがより効果的であるもの

と思われた。また、現存植生を保全する ζ とは、パーク堆肥をマルチ施用するのと同程度の効果が

あるものと考えられた。
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5-1-3 土績の理学性

(1）調査方法

土壌の理学性測定は、森林土壌の調査方法（河田・小島 1976）に従って行った。すなわち、 400

mt （表面積100cil、深志 4C1/I）のステンレス製採土円筒（芝本式）を使い、表層土（深さ O～4C711) 

を採取した。採取した土壌円筒は、実験室に持ち帰り、三相組成、孔際組成、容積重などを測定した。

調査は、試験地設定時と以後年1回経年的に調査した。

設定時：昭和57年 8月26日

1年後：昭和田年 10月28日

2年後：昭和田年 10月 9日

調査地点は、図31乙示すとおりである。なお、試験地設定時に似の地点のみ下層土（深さ 30 ( 

～ 34 C1/I）も調査した。

(2）調査結果と考察

図7は、試験地設定時の土壌の理学性を容積表示して示したものである。固相の占める割合は、

表層土では、必 1が43.6%、必2が48.1%、必8が49.3%で、 l区からW区にむかつてやL増加

する傾向が見られた。下層土では、 J伝8のみの調査であったが、固相率が57.9%と著しく多かった。

固栢の占める割合の中で、礁は、表層土では、必1( 6.1 % ）とJ伝 2( 6. 5 % ）がや L多かったが、

必 8は3.7%であった。しかし、下層土では 0.1%と著しく少なかった。細土は、表層土のJ伝 1が

36.0 %、J時五2カま40.5%、 J前五 8かま

43.0%で、固相の占める全体の

割合と同様の傾向であった正すな

わち、表層土の固相の占める割合

は、主として細土の占める割合に

よって決められているものである

と考えられた。孔隙量は、表層土

では、 J伝 1が 56.4%とや』多か

ったが、 ~2 は 51.9 %、 j伝 8は

50.7 %であった。しかし、下層土

では著しく少なく 42.1%であった。
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% 

100 

2 ill区の 間絹土 11111111111111111111ヨ州いに川 ｜

No 3 表層土｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜｜司、ほ：ぷぶメ｜｜

区とIV~~：：！！！）11 11111111111 1111111 1111 1 111恥州：：：川｜
凡例

s 細土 G：磯 R：恨 ， W 採取時水分量 Wm.，愚大容水量

Amia・最小容気量 容気量－Wm副（W+Am,,) 孔隙量－Wmu+Amia

図7 設定時の土媛の理学性（容積表示〉
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図8は、試験地設定時の孔隙量を組孔隙と細孔隙lζ分けて示したものである。細孔隙は、表層土

では、 J伝 1が 18.0%、 J伝 Sが 18.3%とほ－，；同程度であったが、粗孔隙は、 J伝 1が38.4%、J伝 8が

32.4%でJ伝 1のほうが多かった。また、下層土では、細孔隙が 17.3 %、粗孔隙が24.8% であっ

た。すなわち、調査地点の孔隙量の違いは、主として組孔隙量の違いによるものであると考えられ

Tこ。

図9は、試験地設定時の容積重を示したものである。表層土では、必 1が 1049/lOOcc、必2が

1169/lOOcc、必8が 1239/lOOccで、固棺の占める割合と同様、 I区からIV区にむかつて増加す

る傾向が見られた。また、 下層土では、 155g /100 ccと著しく高い値であった。

乙のように、試験地設定時の土壌の理学性は、一般の森林土壌などに比べて全体に固相の占める

割合や容積重が高く、孔降置の少ない綴密で劣悪な土壌であった。また、処理区別の違いは、 l区’ からW区向かつて徐々に土媛の理学性がより悪くなる傾向が見られた。

% 

40「． ． 
。

20 _. 
企 品盟L

10ト ・： 表層土，粗孔隙

0：下層土，粗孔隙

OL 企： 表層土，細孔隙

ム：下層土，細孔隙

No.1 No. 2 No. 3 

図8 題定時の粗孔隙と細干し隙

g /lOOcc 

160 

140 

120 

100 

。

． ． 
． 
No.I No.2 No.3 

図9 設定時の容積置

凡 例

・： 表層土

o：下層土

図10は、固相の占める割合の経年変化を処理区別に示したものである。 1年後には、 W区が

38.4 %とやh少なかったが、 I区が46.1%、 E区が41.7 %、国区が46.5%で、 W区をのぞきい

ずれの処理区とも 40%以上であった。 2年後には、 I区が49.7%、E区が49.3 %、E区とW区

が41.7 %で、いずれの処理区とも 40%以上であった。 ζのように、固相の占める割合は、パーク

堆肥の施用や植生を残した場合の効果が明らかでなかった。

図 11は、孔隙量の経年変化を処理区別に示したものである。孔隙量は、固相率が高ければ孔隙量

が減少するものであり、固相の占める割合とは逆の傾向であった。
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凡 例
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H区（10句／ηf施用区）

皿区（メlj取区）

W区（対照区）

以下図13まで同じ
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施用前｜ 施用 後

図 11 孔隙量の経年変化

図12は、組孔隙と細孔隙の経年変化を処理区別に示したものである。粗孔隙は、刈り取りを行っ

たE区でや』多くなる傾向が見られたが、パーク土佐肥を施用したI区とE区および植生を残したW

区ではや L減少した。細孔隙は、 E区ではほとんど変化が見られなかったが、 I区、 E区およびW

区ではやh多くなる傾向が見られたが、その差はわずかであった。 ζのように、刈り取り処理を行

った田区は、地表面を裸地化したため乾湿の差がはげしく、粗孔隙が増したものと考えられた。
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l年後 2年後
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図 12 粗孔隙と細孔隙の経年変化
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図 13は、容積重の経年変化を処理区別に示

したものである。容積重は、最も低い 1年後の

W区でも 949/lOOccで、一般の森林土壌に比

べて著しく高い値であり、処理による差や経年

変化を見る ζ とが出来なかった。

乙れらの結果から、パーク堆肥の施用や植生

の刈り取り、植生を残した場合の土壌の理学性

に与える影響は、植生を刈り取り、裸地化した

場合には粗孔隙が増すようであったが、全体的

には大きな変化が見られず、処理による差は明

らかでなかった。パーク堆肥の施用は、土壌の

理学性改良に効果の高い資材であると考えられ

g /lOOcc 

130 

120 

110 

100 

90 

、ーづ－＇＜／λ ノ、

S57 S58 S59 

8／ノ27 10//28 10/ 
9 

1年後 2年後

施用前 施用後

図 13 容積重の経年変化

ているが、今回の試験での施用方法は地表面にマルチする万法であったため、短期的には大きな変

化が見られなかったとと、また、調査方法が深さ 4cmの円筒を使用したため効果を充分把握出来な

かったものと思われた。
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5 - 1 - 4 土繊の化学性

(1）調査方法

土壌の化学性は、施用したパーク堆肥と表層土（深さ O～4cm）を採取し、実験室l乙持ち帰り、

分析測定した。

分析項目と分析方法は、つぎのとおりである。

PH ( H2 0）：ガラス電極pHメーター（東亜電波 HM-5B型）で測定。

全炭素：硫酸希釈熱法（立/111966）。

全窒素：ケルダーノレ法で、分解後、常法による水蒸気蒸留法。

置換性塩基類（カリウム・カルシウム・マグネシウム）：中性 1規定酢酸アンモニウム溶液で

抽出後、原子吸光光度計（島津、 AA-6lOS型）で測定。

塩基置換容量：ピーチ法。

調査は、試験地設定時と以後毎年2回経年的に調査した。

設定時：昭和57年 8月26日

第1回：昭和57年 10月 19日

（第2回：昭和57年 12月 8日

施第3回：昭和田年 5月 24日

用第4回・昭和田年 10月舘日

後第5回：昭和59年 8月 14日

） 第6回：昭和59年 10月 9日

調査地点は、図 3/c示すとおりである。なお、試験地設定時には下層土（ ;r,; lと必2は深さ 15

～20 cm、J伝 8は深さ 30～35cm）も調査した。

(2）調査結果と考察

図14～図 17は、施用したパーク堆肥の経年変化を示したものである。

pH(H20）（図 14）は、施用時から施用後 1年固までは、 I区、 E区ともアルカリ性で、

ほとんど変化が見られなかった。しかし、施用後2年を経過した時点では、 I区、 E区とも弱酸

性になった。酸性化の程度は、 I区（ 20kg/rd施用区）よりも E区（ lOkg/rd施用区）のほうが

顕著であった。

全炭素（図 15）は、施用後 1年固までは漸次減少し、抱用翌年の昭和 58年5月24日にはI区が

39.8 %、E区が 36.9%で、施用時より I区が8.3%、 E区が 11.3 %減少した。抱用後2年を経過

した時点では、 1年目よりやL減少した程度であり、昭和59年 10月9日には I区が39.5 %、 E

n
h
u
 



区が 35.4%であった。

8.0 

% 

50 
°＂＇てプ＼、

＼＼＼ 

＼人ムーー
＼／’＼＼  

7.0 

0-ーー一一ーへ、、

＼ 
ヘヒ：－－－：：.

40 

凡例

ムー一一一j

s 57 I s 581 s 59 
12/s I 5匂 1s/14 io/g 

I区（20旬／，，／施用区）

30 E区 （！Okg/nl施用区）

以 下 図17まで同じ
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図 15 パーク堆肥の経年変化（全炭素）図 14 パーク堆肥の経年変化（ pH( H20) ) 

全窒素（図 16）は、全炭素とは逆の傾向であり、 I区、 E区とも漸次増加し、施用後2年を経過

した時点では、 I区が 1.56%、 E区が 1.21 %であった。

炭素率（図 17）は、全炭素が減少し、全窒素が増加するため漸次減少した。すなわち、施用時の

昭和田年8月26日には 47.2%であったものが、施用後 2年を経過した時点の昭和 59年 10月9日

には I区が 25.3%、 E区が 29.3 %で、あった。
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施用時 施用後 施思 施用後

図 16 パーク堆肥の経年変化（全窒素） 図 17 パーク堆肥の変化（炭素率〉

ζのように、施用したパーク推肥の経年変化は、年数の経過に伴って有機物の分解が進み、全炭

素が減少し、全窒素が増加するため炭素率が減少する傾向が見られた。また、 pHは、施用後2年

を経過するとアルカリ性から酸性に変化し、植物の生育にとって、良い条件になりつつあるものと

考えられた。しかし、分解の進む程度は、全炭素を見ると 10k9/r,t施用（ II区）のほうが早いよう
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であったが、炭素率では顕著な差が見られず、パーク堆肥の施用量の違いによる差は明らかでなか

っTJ：。

図 18～図 24は、試験地設定時（パーク堆旧の

施用前）の昭和57年8月26日の土壌の化学性を

を示したものである。

pH(H20) （図 18）は、表層土では、必

1 ( I区と E区の間）と必2( II区と皿区の問）

が8.2、116.S(m区と W区の間）が8.1、下層土

では、 116.1と116.2が8.5、J伝8が8.2で、いずれ

も強アルカリ性であった。

9.0 

8.0 

0 0 ．． 
ー

凡例

・：表層土

0：下層土

7.QL 以下図24まで同じ

No. l 尚 2 No. 3 ( 

図 18 設定時の pH(H20)

全炭素（図 19）は、表層土では、 J仮2が 1.2%、 116.1とJ伝8が0.9%、下層土では、必 1が0.4 

%、 J伝2と116.8が 0.2%、全窒素（図却）は、表層土では、 J伝8が 0.08%、 116.2が0.07 %、必 1

が0.05%、下層土では、必2が 0.04%、 116.8が0.08%、 J伝1が0.02 %であった。とのように、

全炭素や全窒素の有機質系養分は、いずれの調査地点、深さとも著しく少なかった。また、炭素率

（図21）は、表層土では、 J伝 1が 18.0%、 J伝 2が 17.1 %、 116.8が 11.8%、下層土で、は、 J伝 1が

20.0 %、 J伝 8が 6.7%、 J伝 2が 5.0%であり、分解の進んだ良好な土壌と同じような値であった

が、全炭素、全窒素とも絶対量が少ないので炭素率で判断する ζ とは出来ないものと考えられた。

9ぢ
% 

2.0 0.2 ． 
l. 0 

． 
0.1 ． ． ． 10 ． ． 。。 ． 。 。。。 。 。。 。 。

No. 1 No. 2 No. 3 No. 1 No. 2 No. 3 No. 1 No. 2 No. 3 

図19 設定時の全炭素 図20 設定時の全窒素 図21 設定時の炭素率

養分保持力の指標である塩基置換容量（図 22）は、表層土では、必 1が12.5me./100 9、必2

が 10.4me./100 9、必8が 11.8rre ./100 9、下層土では、 J伝1が7.4me. / 100 9、116.2が9.8me. 

/1009、必3が8.9rne. /100 9で、いずれの調査地点とも低い値であった。乙の原因は、土壌が

砂質で粘土含量が少ないととと、有機物が少ないためであると考えられた。
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置換性塩基類（図23）のうち、カリウムとマ

グネシウムは、表層土では 1.Ome./100 g前低

下層土では 0.7me. /100 gで、一般の森林土壌

とほ Y同程度であった。カノレシウムは、表層土

では必 1が11.lme./1009、J伝2が8.4me./ 

100 g、11/i.3が7.6me./100 g、下層土では、

me./lOOg 

20 

10 

． 
号
． 

。
。

J伝 1が 8.6 me./1009、必 2が 11.7 me./1009、

必8が4.1 me./100 gで、 J伝8の下層土をのぞ

き全体に比較的高い値であった。

。
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図22 設定時の塩基置換容量
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図23 設定時の置換性塩基類

置換性カルシウムと塩基置換容量の値を基に、カルシウ

ム飽和度（図 24）を求めて検討すると、表層土では、必 1

が89%、 J伝2が81%、 J伝8が67%、下層土ではいずれ

の調査地点とも 100%以上であり、塩基飽和度の著しく高

い土壌であった。塩基飽和度の高い原因は、コンクリート

塊などの爽雑物に起因する遊離のカルシウムが多量に存在

するためであると考えられ、 pHの高い要因でもあると考

えられた。

とのように、試験地設定時の土壌の化学性は、調査地点

によって多少の差は見られるが、全体IC:PHが著しく高く

有機質系養分の乏しい、養分保持力の弱い劣悪な条件の土

図24 設定時のカルシウム飽和度 壌であった。
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図25～図31は、表層土（深さ O～4cm）の土壌の化学性の経年変化を処理区別に示したものであ

る。

pH(H20）（図 25）は、いずれの処理区とも年数の経過とともに漸次低下する傾向が見られ、

2年後の昭和 59年 10月9日には、 I区と E区が7.1、E区が7.3、W区が7.0であった。

全炭素（図 26）や全窒素（図 27）の有機質系養分は、 E区（ lOkq/m'施用区）がやL増加する傾向

が見られたが、他の処理区では変化が見られなかった。炭素率（図 28）は、処理区によって経年的に

はかなりのバラツキが見られたが、経年的な変化やパーク堆肥の施用や刈り取りなど処理による差は

明らかで、なかった。

塩基置換容量（図 29）は、いずれの処理区とも年数の経過とともにやh増加する傾向が見られ、施

用時の平均では 11.4me./100 gであったものが、 2年後の昭和 59年 10月9日では 17.8m只／1009

であった。
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図26 全炭素の経年変化 図27 全窒棄の経年変化
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図29 塩基置換容量の経年変化

置換性塩基類（図80）は、施用後 1年目までは、パーク堆肥を施用した処理区である I区、 E区で

はカリウムの含量が高まったが、 2年を経過した時点では処理による差は明らかでなかった。しかし、

カルシウムやマグネシウムは、パーク堆肥を施用した処理区では常にやL高い傾向が見られた。
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図30 置換性塩基類の経年変化

カルシウム飽和度（図 81）は、 塩基置換容量が全体にや』増加したため、や〉減少する傾向が見ら

れたが、処理による差は明らかでなかった。

ζれらの結果から、パーク堆肥の施用や植生の刈り取り、植生を残した場合の土壌の化学性に与え

る影響は、パーク堆肥を施用した処理区で、置換性のカルシウムやマグネシウムがやL増加する傾向

が見られたが、全体的には処理による差は明らかでなかった。乙の原因は、調査期聞が短期間であっ
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た乙と、また、表層土のサンプリングを土壌の理学性と同様深さ 4C11Iまでにした乙となどにより、

はっきりした効果がつかみ得なかった乙とと思われた。

すなわち、パーク堆肥のマルチ処理で、は土壌の深さ 4C11Iまで、改良効果がおよばないものと恩われ、

今後は、土壌の最表層の調査万法を考える必要があると思われた。
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図31 カルシウム飽和度の経年変化
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5-2 植生調査

埋立地の土壌改良試験の効果を植生の函から把握すると同時に、早期緑化の基礎資料を得るため、

植物生態学的な観点から調査解析し、種々の検討を行なった。

5-2-1 植生の概要と調査方法

調査対象とした試験地は昭和 55年度比造成されたもので、昭和57年の処理区設定時までにほぼ

2年経過していたものである。

試験地設定時の植生状況は表2にまとめである。ζれによると、全体を通じてヨモギ、シロツメ

クサ、ブタクサの8種が多く出現し、なかで、もヨモギが圧倒的に優勢で、あった。そのほかに、ツノレ

マメ、オオマツヨイグサ、オオアレチノギク、ツユクサの 4種が高い常在度で出現していた。

群落の構造をみると、高さ lm前後でヨモギが優占し、 ζれにセイタカアワダチソウ、オオアレ

チノギクなどの高茎草本が混生しており、約0.3 m以下にシロツメクサ、ツユクサ、メヒシパなど

が生育するタイプにまとめられた。

表2 試験地植物群落組成表

植 生 高 ηz 1. 0 1. 7 0. 8 0. 9 1. 4 1. 6 0. 9 0. 7 

組 被 率 % 8 0 9 0 7 0 8 0 8 0 9 0 6 0 7 0 

調査面積 nl 1. 0 2. 5 1. 5 1. 0 1. 0 1. 2 9. 0 6. 0 

出現種数 6 1 2 11 8 9 11 11 11 

ヨ モ ギ 4・4 4・4 3・3 1・2 4・4 3・3 1 • 1 

シロツメクサ 1・1 ＋ +. 2 4・4 ＋ ＋・ 2 1 • 1 3・3

プ ヲ ク サ ＋ ＋ 2・2 ＋ 1・1 ＋ 2・2

、ノ Jレ て7 メ 2・2 1・1 ＋ ＋ 1 • 1 1• 1 

オオマツヨイグサ ＋ 1・1 ＋ 1・1 ＋ ＋ 

オオアレチノギク ＋ I• I 1・1 2・2 J • 1 

、ノ ユ ．ク サ ＋ +. 2 ＋ ＋・ 2 ＋ 

メ ヒ >' ノ、ご ＋ ＋ ＋ ＋ 

キンエノコロ猿 ＋ ＋ ＋ ＋ 

ク ズ ＋ 2・2 1・1

セイタカアワタ’チソウ 2・2 1・1 2・2

アメリカセンダングサ ＋ ＋ 1・1

テリミノイヌホウズキ ＋ ＋ 

シマスズメノヒ エ ＋ ＋ 

ヒメジョオン ＋ 

キヌガサギク ＋ 

ウシハコベ ＋ 

オオオナモミ ＋ 

ス ギ ナ ＋ 

トウオオノマ コ ＋・ 2

セイヨウタンポポ ＋ 

ス ス キ ＋ 

エノコログサ ＋ 

ギョウギシパ ＋ 

ヒメムカシヨモギ l • l 

アザミ属の一種 1・1

スゲ属の一種 +. 2 

キク科の一種 ＋・ 2

斜面方位 E、傾斜 JO・ 楽コップキンエノコロを含む
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乙の試験地の下方は水路になっており、ガマ、コガ、マ、ヒメガマなどが生育していた。南西万向

の人工なぎさにはハマアカザ、ケイヌピエ、ハマガヤなどがみられた。

植生調査わくは、西向き斜面（傾斜 mo）に置かれた4ケ所の処理区（ I区：初旬／m＇施用区、

H区： IO'cg/m＇施用区、 E区：刈り取り区、 W区：対照区）をそのまま使用した。調査は各処理区

にIm四万の定置わくを 10ケ所設けて行なった。さらに、乙の 10ケ所と重複しないように、 1m 

×Imのわくを設け、現存量を調査した。

植生調査は、 1年目昭和田年9月7～8日、 2年目昭和59年8月13日に行なった。調査項目

は、わく内の植物の種類、被度（C）、高さ（自然高 ：H）、を測定し、各区ごとにH、Cの最高の

値を 100とした此激（ HヘC〆）を算出し、（ H'+C')/2によって積算優占度（ SDR2）を求

め、種類組成、生活型組成などの解析を行なった（調査方法は、おもに沼田真編・草地調査法ハン

ドブック、 1978によった）。また、参考までに Im四方の刈り取り調査を行ない、地上部現存量

を求めた。

5-2-2 種類組成の変化

表8は、積算優占度（ S DR 2）による種類組成を処理区、年度ごとに示したものである。 1年

目はI～E区ともヨモギの再生量が最も多く、優占度は 100となった。区ごとに種類をみると、 I

区はクズ31.5、ギョウギシパ18.1、ブタクサ 16.8とつづいている。E区はブタクサ36.2、クズ29.9

シマスズメノヒエ23.0のl般になる。 E区はブタクサ43.2、ヒメムカシヨモギ27.9、クズ21.4と

いった優占度順位になる。乙れらの種はI～E区を通じて 1年目の主要な構成種となっている。

乙ねに対して、放置したままのW区（対照区）では、ヨモギ93.3、ヒメムカシヨモギ63.2、チ

ガヤ 35.7、ヤブマメ 28.7、ーブタクサ 27.1といった構成になっている。 I～E区と異なって、 クズ

8.2と優占度が低く、ヒメムカシヨモギが高い優占度を示した。また、チガ、ヤとツユクサの量が多

い乙とも特徴である。乙れは、乙の報告書の土壌調査の項目で述べられているように、ほかの区に

くらべてW区の土壌の保水性が高い乙とに関係しているのではないかと思われた。

2年自になると、 1年自に優占していたヨモギは、まだ高い優占度を保っているものの、 E区を

除いて、優占種の位置をクズにゆずった。 I区ではクズ100、ヨモギ76.0、セイタカアワダチソウ

49. 9、ブタクサ 40.9、ネズミムギ39.3、ススキ 29.4といった優占度順位である。 E区ではヨモギ

90.3、クズ65.4、セイタカアワダチソウ 54.7、ブタクサ53.2のII頂となった。 E区ではクズ 100.

ヨモギ79.1、セイタカアワダチソウ 62.4、ブタクサ36.6、オオマツヨイグサ34.8、チガヤ 31.2

のII聞となった。 W区ではクズ99.0、ススキ 72.7、ヨモギ71.2、ツルマメ 57.8、チガヤ 52.3、セ

イタカアワダチソウ 43.9のJI頂となった。 I～W区を通じて、クズ、セイタカアワダチソウ、スス
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キの量的増大が著しい。

種 類

表3 積算優占度（ SDR2）による種類組成

1年目（昭和58年） 2年目（昭和59年）

I 区 E 区皿区 W 区 I 区 E 区皿区宮区

ヨモギI100.0 

ク ズ

ギョ ウギシパ

プタヲサ

シ7 スズメノヒエ

ヒメムカシヨモギ

セイタカアワタ守ソウ

キンエノコロ※

ススキ I 8.3 

31. 5 

18. 1 

16. 8 

14. 5 

13.8 

9. 4 

9. 1 

100. 0 100. 0 

29. 9 21.4 

4. a 19. s 
86. 2 43. 2 

28. 0 4. 2 

17. 4 27. 9 

17.0 18.7 

5.8 12.0 

8.8 9.4 

98.8 76.0 

8.2 100. 0 

9.1 27.4 

27. 1 40. 9 

5.5 8.8 

63. 2 8. 5 

14.4 49. 9 

20.0 7. 4 

14. 5 29. 4 

90. a 79. 1 11. 2 

65.4 100. 0 99. 0 

17. 7 29. 9 27. 1 

53. 2 36. 6 27. 1 

6.4 

5. 8 7. 0 8. 8 

54. 7 62.4 43. 9 

5. 7 12. 9 11. 2 

14. 6 21. 8 72. 7 
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※ コップキンエノコロを含む

次に、種類組成を多様性の面、たとえば出現種数でみると、総種数はE～W区では横ばいあるい

は減少傾向であるのに対して、 l区は 1年目 17種、 2年目 22種と増加している。乙れについては、

ノてーク堆肥を厚さにして約4cm ( 20kg / nt ）施用したため、 1年目の植物の発生が抑制された乙と

が考えられる。しかし、 2年自にはW区と閉じ種数の出現をみた。

処理区、年度ごとの種類組成の量的な関係を容易に理解できるように、 多区間積算優占度SDR  

2本（佐倉 ・沼田 1980）を算出した（表4）。 I～W区を通じて、 2年自に量的な増加を示した
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ものを列挙すると、クズ、ギョウギシパ、セイタカアワダチソウ、ススキの4種ある。表51乙増加

率をあげたが、乙れでみると、たとえばクズは I～皿区でほぼ2～3倍になり、 W区では7.5倍の

さら

に、ススキはE区を除いて3～4倍に増加した。乙のように、全体を通じて乙れらの多年生草本の

増加率が高いζ とは遷移の進行をうかがわせる。

増大量となった。また、セイタカアワダチソウはI区で4.9倍、 E～W区で約3倍となった。

ヨモギ

クズ

ギョウギシパ

プタ ヲサ

シマスズメノヒエ

ヒメムカシヨモギ

セイタカアワタザソウ

キンエノコロ※2'
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シロツメ クサ

オオオナモミ
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多区間積算優占度（ SDR2＊）による種類組成

種
2年目（昭和59年）

I 区 E 区田区 W 区
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表4

類

5.0 

0. 5 

7. 2 

32. 8 

1.2 

1. 7 

8. 5 

19 

9 

5.9 

1.4 

83.0 

5.8 

2. 5 

1. 2 

20 

8 

17 

7 

22 

10 

18 

7 

22 

9 

23 

9 

19 

9 

E区について種類組成を詳しくみると、クズ、ススキなどの多年草の

増加とともに、ブタクサ、オオアレチノギク、オオマツヨイグサなどを始めとする 1年生草本の侵

入、増加の割合が種数、量ともに多くなっている。 ζれは、パーク堆肥のマルチによって、植物l乙

新しい立地を提供したζ とに原因があるものと思われる。植生をただ刈り取っただけのE区にもこ
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の傾向がみられ、オオマツヨイグサ、ヒメジョオンが量的に増加した。それに対して、 W区で量的

増加を示したのはススキ、クズなどの多年生草本がほとんどであった。

表5 おもな構成種の増加率（ 2年目のSDR2*/1年自のSDR2 ) 

種 名 区 II 区 E 区 IV 区

ク ズ、 2.4 1. 9 3.2 7. 5 

ギョ ウギシパ 1. 6 3. 7 1. 3 2.4 

セイタカアワタ守チソウ 4.9 2.8 2. 7 2.6 

ス ス キ 3.5 3.3 1. 9 3.9 

オオマツヨイグサ 26. 9 23.8 5.8 0.5 

ブ タ ク サ 2.2 1. 3 0. 7 0.5 

ヒメ ジョ オン 8. 1 8.2 

次に、量的に減少あるいは消失した種に着目してみると、処理区全体を通じてヨモギとヒメムカ

シヨモギの減少傾向が著しい。W区は造成以来何ら手を加えずに経過してきた処理区であるが、 4

年目でヨモギからクズに優占種の交代がみられた乙とは大変興味深い。その他の種ではI～皿区で

シロツメクサが消失したとと、オオオナモミが減少したととなどが注目される。また、ブタクサや

オオアレチノギクなどの一年生草本の減少はI、E区にくらべて班、 W区で著しい。

種類組成の変化をみるかぎり、 I、E区と皿、 W区の聞でいくらかの差が認められるが、 l区と

E区の聞のパーク堆肥の施用量による違いはあまり認められなかった。処理方法の違いによる効果

を植生の面から‘みるためには、 2年間では短く、さらに数年の継続観察を行なう必要があろう。

5-2-3 地上部現存量

処理区別の植物の発生量を知るととを目的として、地上部現存量を求めた。乙れには、 lm×1

mの方形わく内lζ生育するすべての植物を地ぎわから刈り取り、 85° Cで乾燥したのち、種類別に

重量を算出した。

調査にあたっては、処理区内の種類組成の把握に重点をおいたため、現存量の調査わくは思うよ

うにとれなかった。したがって、昭和57年の処理区設定時KI～E区それぞれ 1m'を1ケ所づっ、

1年目の昭和58年に I～血区から 1m'を8ケ所づっ、2年目の昭和59年に I～W区から 1m'を1ケ

所づっ調査するにとどまった。資料は少ないが、 一応の結果を得たので以下に示しておく。

年度ごとの現存量を図32にあらわした。 乙れによ ると、 1年目はI～E区とも処理区設定時よ

り300g前後の減少となった。 ζれは、種類組成の項目でも触れたが、刈り取りやパーク堆肥のマ
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ルチによる影響ではないかと思われた。 2年目に

はI～E区とも 450~前後まで回復している。 w

区は参考までに図l乙示しておいたが、埋立造成後

4年目の値という ζ とになる。種類別の現存量で

みると、設定時、 1年目ともヨモギの現存量が最

も多い。 2年自になるとヨモギの量の減少が目立

ち、特1.cm区では7.1%まで落ち込んだ。反対に、

クズとセイタカアワダチソウの現存量が増加し、

I、E区の両種を加えた割合はそれぞれ40.5%、

58.2 %に達する。また、 E、町区でのζの割合

は82.4%、 93.3 %もの高率となった。

5-2-4 生活型組成の変化

g 

500 

。

~ 

I II Ill 1V 
区区区区

．…昭和57年（設定時） 企…昭和58年u年目）

圃・昭和59年（2年目）

※W区は造成後4年目の値

図32 現存量の推移

植物の環境に対するさまぎまな生活様式を類型化したものが生活型である。 ζれによって、処理

区ごとの植生の状態を知ろうと試みた。

解析に用いた生活型は、ラウンケアの生活型（休眠型）、繁殖型（散布器官型、地下器官型）、

生育型についてであり、個々の植物の生活型は沼田・吉沢 (1975）に従って判定した。

以下は、生活型の分類とその記号である。

(1）休眠型

ラウンケアの生活型というのは、休眠型のととであり、植物が生育に不適な時期をどんな様式

で過ごすかといフ点に注目し、休眠芽（冬芽）の位置に基準をおいている。

1年草……生育不適期に植物体が枯れて種子だけで過ごす。

T h……越冬しないもの（夏型 1年草）

Th 同…越冬するもの（越年草・冬型1年草）

多年草…・・・生育不適期に植物体の一部が枯れ、残った部分からまた成長する。

G・・・・H ・－－休眠芽が地中にあるもの（地中縞物）

H………休眠芽が地表のすぐ下にあるもの（半地中植物）

C h……休眠芽が地表面上O～0.3m にあるもの（地表植物）

N・・・・H ・－－休眠芽が地表面上0.3～ 2mにあるもの（低木・微小地上植物）

(2）散布器官型

種子や果実の散布のしかたを類型化したものである。

D1……微細で軽かったり、冠毛、羽毛状、翼などをもっていて、風や水によって散布するもの
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D2……果実が動物にたべられて種子だけが排出されたり、カギ、針、粘液などで動物や人体

に付着して散布するもの

Da……果皮が裂開して種子をはじき出すもの

D4……とくに散布のしくみがなく、重力にしたがって、その周辺に落下するもの

(3）地下器宮型

地上部が別々でも、地下部が連絡体を作る ζともあり、密生していても地下部に連絡体が全く

ない乙ともある。 ζのように、植物の地下部の連絡性、その広がりを類型的にとらえたものであ

る。

R1……根茎が横走して、最も広い範囲に連絡体をつくるもの

R2……根茎が横走して、やや広い範囲に連絡体をつくるもの

Ra……根茎が短〈分校し、最も狭い範囲に連絡体をつくるもの

R4……地表にほふく茎をのばしあるいは倒伏し、と ζろど乙ろに根をおろして連絡体をつく

るもの

R5……地下や地上に連絡体をつくらず単立しているもの

（注） 地下の連絡体の範囲に帽のある場合はR1-2のように示す。

(4）生育型

地上部の形態と生育のようすを類型化したものである。

e ....・ H ・－地上部の主軸がはっきりした直立性のもの（直立型）

b ....・H ・－茎の下部で分校が多く、主軸がはっきりしないもの（分枝型）

p ...・H ・－－ほふく茎をのばし、各所から根をだすもの（ほふく型）

t ...・H ・－－株をつくり、そ乙から茎がむらがりでるもの（そう性型）

r ...・H ・－－放射状の根生葉だけで生活し、花茎lと葉をつけないもの（ロゼ、ット型）

l ...・ H ・－－茎が巻きついたり、よりかかったりするもの（つる型）

pr……はじめロゼット型で、のちに葉は枯れて直立型となるもの（部分ロゼット型）

p s……ロゼット葉を残したままで直立茎に葉をつけたもの（偽ロゼ、ット型）

b-p…分枝型とほふく型との生育型をもつもの

処理区、年度ごとに植物の生活型について、 種類割合（ Sp.%）および積算優占度割合（ SD

R2%）を算出し、図33～40Ii'.'.示した。以下、順に説明を加えて行きたい。

(1）休眠型（図 33、34)

まず、休眠型からみてみると、処理区、年度を通じて、 Sp%では百1の割合が大きく、 SDR 
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%では反対にChの割合が大きくなっている。乙れは、少数の多年生草本が優占、あるいは優勢

な状態を示している。ただし、

W区の 1年目は、ヒメムカシヨ

モギ、ヤプマメなどの一年生草

本の優占度が高いため、 SDR 

%でChよりも Thの割合が大

きくなっている。

一年生草本（ Th+Th同）と

多年生草本（G十H+Ch）に分

けた場合、 Th+Th付うのSp.%

はI、E区で増加率が高く、皿、

W区では横ばいであった。 G+

H十ChのSp，%はI、E区では

反対に減少傾向を示し、 E区で

は増、 W区では減と興味ある結

果となった。

SDR%については、 I、E

区はSp.%と同様な傾向を示し

たが、皿、 W区はTh+Th（坊で 労

減少し、G十日＋Chで増加傾

向が認められTこ。とくに、 W区 一 団

の増加率は著しい。乙の乙とか 年

自

ら植生を刈り取ってパーク堆肥

を施用した I、E区は多年華＋

1年草、植生を除去したE区と

放置したままのW区では 1年草 叩

→多年草といった時間的な変化

が読みとれる。 I、 E区は、一 年

時的に遷移の進行が妨げられて

いる状態であると考えられるが、

それについては、今後の継続観

察が必要となる。

% 
印

I区

年

目

E区 皿区 W区

Th Thi•! G H Ch Th Th • ' H Ch Th Th~r G H Ch Th Thl,r G H Ch 

% 
50 

年

目

Th Th仲叫 G H Ch N Th Th•I H Ch Th Th•I G H Ch 

図33 生活型（休眠型〉組成の比較（ Sp.%)

I区

Th Th-' G H Ch 

% 

E区 E区

Th Thlwl H Ch Th Th叫 G H Ch 

Th Thlw’G H Ch N Th Th •I H Ch Th Th •I G H Ch 

Th Thl•I G H Ch N 

町区

Th Th .. ) G H en 

ThTh仰rG H Ch N 

図 34 生活型（休眠型〉組成の比較（ SOR%) 
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(2）散布器官型（図35、36)

繁殖型のうちの散布器官型についてみると、 1年目、 2年目とも重力散布型のD4が支配的であ

り、次いで風散布型のD1の比率が高くなっている。動物散布型のD2や自動的に種子をはじく D3

は極めて少ない。 I～E区のD1のSDR%は2年自に増加傾向を示すが、 W区では逆に減少し

ている。 I区 E区 E区 W区
ラ単

広い範囲に散布できる軽い種子
日

をもっD1型にとって、 I～E

区で植生の刈り取りによって新
年

しい空聞を作ったととが有利に 目

働いたのではなかろうか。

01 Dz D1 Di Di D2 D1 Q4 D, D, D, D, D1 D2 03 o. 

(3）地下器官型（図 37、38) タ彰

繁殖型のうちの地下器官型に
sn 

ついてみると、処理区、年度を

通じて、地上や地下に連絡体を
年

目

つくらない単立型のRsが大きな

割合を占めている。さらに、R3
D1 02 01 D. 01 D2 D1 D. Di D2 01 D1 01 D2 01 D, 

のSDR%が高い増加率を示し
図35 生活型（散布器官型）組成の比較（Sp.%) 

ている。乙れはセイタカアワダ

チソウとススキの優占度の増
% I区 E区 皿区 N区

加のためであり、と くにE、IV
10-0 

区で顕著である。反対に R2-3

J 
（ヨモギ）のSDR%の減少が目 年 目

[LlJ 目

立っている。

01 02 01 D, D, D, D, D, D, Dz 01 Di D, D, D, D, 

(4）生育型（図 39、40)

生育型についてみると、 Sp.
実6

%では部分ロゼット型のprとそ :・ J J 止う生型の tの比率が高い。 2年

日JJ自には、どの区も tの増加傾向

を示している。 SDR%でみる
Di D2 D, D, 01 02 Os D, D1 02 D, D, D1 D2 Os 01 

と、l～W区とも prの比率が 図36 生活型（散布器官型）組成の比較（ SOR%)

31 -



高いが、傾向としては減少であ

り、とくにW区の減少が著しい。

また、直立型のeも減少傾向に

ある。

一方、 tは横ばいからやや増

加の傾向を示している。 lはど

の処理区でも増加している。乙

れは、おもにクズの量的増大に

よるものである。

以上、生活型各組成の変化は

それぞれの処理区で乙まかい動

きがある乙とをみてきた。

次l乙、まとめの意味で、 SDR 

%に関して処理区、年度ごとに

生活型各組成の最も比率の高い

ものの組み合わせをみてみる

と、次のようである。

l区は、 1年目Ch-R含－3-

D4-P r、2年目Ch-R5-

D 4 -pr となり、 R2-3カ〉ら

R5への変化を示品した。 E区は

1, 2年目とも Ch-R5 -D4 -

prのままであった。 E区は、 E

区と同様 1,2年目とも Ch-R5

-D4Prのパターンを示した。

W区は、 1年目百1- R5 -D4 

-Pr、2年目 Ch-R5 -D4 

-Iとなり、百l （一年草 ）から

Ch（多年草）への時間的変化を

示し、prから 1への生育型の変

化が観察された。

I区 E区 皿区 W区

so 

年

目

』 JJill 占 G:lH 
R』， R,, R, R, R, R,., R, R, R, R≫ R≫ R, R, R, R, ,R,., R, R‘R, 

% 

50 
「－－， I I ｜｜ ｜ ｜ 

I I I I I I I I 

年

日

」JJよ川 4出 ~ 
R≫ R,, R, R, R, R,., R, R, R, R,, R,., R, R, R, R,., R,, R, R, R, 

図 37 生活型（地下器官型〉組成の比較（Sp.%)
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図39 生活型（生育型）組成の比較（ s p. %) 
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図40 生活型（生育型）組成の比較（ SOR%)

植生調査の結果からみて、パーク堆肥の施用や刈り取りなどの処理による大きな違いを認める乙

とができなかった。乙れは、調査期間が短かかったためであると思われる。しかし、一部種類組成

の変化などもみられ、今後の植生の遷移l乙興味がもたれる。
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6. 総括

東京港臨海埋立地の大井ふ頭中央海浜公園を対象に、土壌改良試験を行なった。試験は、埋立地の

既存土で最も不足している有機物の問題をとり上げ、有機物（パーク堆肥）の合理的、経済的な施用

方法を究明し、客土を使わずに土壌改良をはかる ζとを目的に行なった。

試験の方法は、 5m×5m(25m'）の処理を4区設け、 I～皿区については植生を刈り取り除去

した後、 I区、 E区にそれぞれrokr; /m'、 lOkr;/m'パーク堆肥をマルチ施用し、田区はそのまま

放置した。そして、対照区としてW区をおいた。

土壌改良効果の把握には、土壌調査と植生調査の両資料を用いる乙ととした。

試験地の調査結果の概要は、つぎのとおりである。

(1）土壌断面；いずれの処理区ともし E、E層からなっており、土性は、 I層が砂壌土、 E、E

層が砂土であった。堅密度は、いずれの層位とも硬く、堅密な状態であり、また土壌構造の発達

も見られなかった。

(2）土壌の水分動態；裸地化した場所へのパーク堆肥のマルチ処理は、土壌水分の蒸発散を抑制し、

その効果は、施用量の多いほうがより高かった。

(3）土壌の理学性；固相や孔隙量など土壌の理学性には、処理による明瞭な差がみられなかった。

乙れは、施用方法がマルチであった乙とと施用後の時間の経過が短かかったためであると考えら

れた。

(4) 土壌の化学性；置換性の塩基類の増加が、パーク堆肥をマルチした I、E区でみられたが、そ

のほかのpH、塩基置換容量などの化学性には、処理による差が認められなかった。 ζれは、調

査期聞が短期間であったと と、 表層土のサンプリングを4cmまでにした ζとなどに帰国すると考

えられた。

(5）植生の変化；種類組成、地上部現存量、生活型組成の解析によって2年間の植生の変化を追っ

てみた。 ζの結果、どの処理区も多年生草本の量的増加がみられたが、パーク堆肥をマルチした

I、E区では、同時に 1年生草本の侵入が多く認められた。との原因としては、パーク堆肥のマ

ルチ処理により新しい立地ができたととなどが考えられた。

ζのように、パーク堆肥をマルチ施用した効果は、試験期聞が短期間であったため、具体的な効果

をとらえるととが出来なかった。しかし、パーク堆肥の施用によって、土壌の水分や化学性の一部に

変化が見られる ζ と、また、 植生の違いなどから徐々に土壌が改良しつつあるものと推察された。し

たがって、 ζれらの効果をより客観的に把握するためには、最低5年間位の調査や樹木を植栽した試

験地が必要であると思われた。
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附表 1 土壌の水分動態

単位：水分・係

防施 用 前 施 用 後

間和 57年 58年 59年

8月27日 10月19日 12月8日 5月24日 10月28日 8月14日 1 0月9日

51. 7 49.0 40.0 49.8 11. 3 16.4 

63.3 

36.7 28.7 22.8 48.6 8. 7 9.6 

19. 4 19.2 18.1 27. 1 12. 3 13.1 

12.5 

21. 8 19. 4 16.8 25.9 16.2 15.2 

13.9 

18.0 22. 8 10.5 30.0 12.0 9. 3 

18.3 

20.4 22.1 18.0 32.0 11. 8 13.8 

~ 



品3_, 

江~
設 ぬ 1
定 I区と E区の間

表

時 層

昭 ぬ 2
土

手口 E区とE区の間
57 
年 (0～4cm) 
8 

ぬ 3
月

皿区と N区の間 下層土26 
日 ( 30-』 34:羽）

1 
I区

年
後 ( 20kg/nt) 

表． 
E区

昭
( lOkg/nt) 和 層

58 E区
年

（刈取区）10 土
月 N区
28 
日 （対照区）

2 I 区
年
後 表

昭 II 区
和

層
59 
年 ill 区
10 

土
月
9 N 区
日

--
三相組成労

固相液相気相

43.6 12.5 43.9 

48.1 13.9 38.0 

49.3 18.3 32.4 

57.9 27. 4 14.7 

46.1 27. 1 28.8 

41. 7 25.9 32.4 

46.5 30.0 23.5 

38.4 32.0 29.6 

49. 7 13. 1 37. 2 

49.3 15.2 35.5 

41. 7 9.3 49.0 

41. 7 13.8 44.5 

附表 2 土壌の理学性

固相内訳係 孔隙内訳係 孔隙組成係 容積重

細土 理集 根 計 孔隙量
採取時

容気量
最大 最小

粗孔隙 細孔隙 9,{oo 
水分量 容水量 容気量 cc 

36.0 6.1 1. 5 43.6 56.4 12.5 43.9 43.2 13.2 38.4 18.0 104 

40.5 6.5 1.1 48.1 51. 9 13.9 38.0 46. 9 5.0 116 

43.0 3. 7 2.6 49.3 50. 7 18.3 32.4 48.4 2.3 32.4 18.3 123 

57.6 0.2 o. 1 57. 9 42.1 27. 4 14.7 40.4 1. 7 24.8 17. 3 155 

41.1 4.8 0.2 46.1 55.9 27. 1 28.8 45.4 10.5 36.1 19.8 107 

33.8 7. 1 0.8 41.7 58.3 25.9 32.4 43.8 14.5 37.9 20.4 96 

40.5 5.7 0.3 46.5 53.5 30.0 23.5 42.0 11. 5 35.7 17. 8 115 

34.6 2.2 1.6 38.4 61.6 32.0 29.6 46. 9 14.7 39.8 21. 8 94 

45.1 4.5 o. 1 49. 7 50.3 13.1 37.2 44.1 6.2 30.5 19.8 127 

37.5 11.4 0.4 49.3 50. 7 15.2 35.5 47. 3 3.4 28.5 22.2 114 

36.2 3.3 2.2 41. 7 58.3 9.3 49.0 51. 9 6.4 39.0 19.3 104 

37.4 3. 1 1. 2 41.7 58.3 13.8 44.5 55.0 3.3 35.2 23.1 105 



附妻3 土壌の化学性パーク堆肥の変化

主河？とご 戸<Hp)
全炭素 全窒素 炭 素 率

% % % 

施用時
I 区・ Il 

S, 57, 8, 27 
区 7. 3 48.1 1. 02 47.2 

I 区
49.2 1. 18 41. 7 

857 (20 kg/rd施用区）

10.19 
Il 区

(10 kg/ rd施用区）
47. 1 1. 10 42.8 

8 5 7 I 区 7. 4 46.4 1. 41 32.9 

施 12. 8 

~ 
Il 区 7. 4 42. 7 1. 44 29. 7 

s 58 
I 区 7. 2 39.8 1. 36 29.3 

用 5.24 
Il 区 7. 2 36. 9 1.18 31.3 

85 9 
I 区 6. 7 39.9 1. 47 27. 1 

後 8.14 
Il 区 6. 6 41.5 1. 48 28.0 

8 5 9 
I 区 6. 9 39.5 1. 56 25.3 

10. 9 
Il 区 6. 8 35.4 1. 21 29.3 

a・』



C心
にD

軒託、三三二
表層土

No. 1 ( 0～4cm) 

s I区と
57 E区の間 下層土

(1号、20:初）
． 

ぬ 2
表層土

8 E区と

E区の間 下 層 土

． 

No. 3 
表層土

26 
E区と

N区の間 下層土

H20 

8.2 

8.5 

8.2 

8.5 

8.1 

8.2 

附表4 土壌の化学性 （試験設定時）

pH 
全炭素 全窒素 炭素率

趨基
置換容量

Ket' % % % mιイ0'9

7. 4 0.9 0.05 18.0 12. 5 

7. 6 0.4 0.02 20.0 7.4 

7. 4 1. 2 0.07 17. 1 10. 4 

7. 6 0.2 0.04 5.0 9.3 

7. 1 0.9 0.08 11. 3 11. 3 

7. 5 0.2 0.03 6. 7 3.9 

‘’ 

置換性 塩 基me〆1009 飽 和度係

カリウム カIv~フム マ窃ム カJレンウム マングネウム

1.1 11.1 1. 0 89 8 

0.6 8.6 0.8 116 11 

0.9 8.4 0.8 81 8 

0. 7 11. 7 0.9 1お 10 

0.8 7. 6 1.0 67 9 

0.7 4. 1 0.6 105 15 



附表 5 土壌の化学性表層土（深さ 0～4cm）の変化

取~ r:20) 
全炭素 全窒素 炭素率 換塩基置 置換性塩基 me.・／100~ 

容量
係 % % ~;;og 

カリウム カルシ マクゅネ
ウム シウム

施 557 I区と E区の間（ぬ1) 8.2 0.9 0. 05 18.0 12.5 1. 1 11. 1 1. 0 
． 

用 8 E区とE区の間（No.2) 8.2 1. 2 0.07 17. 1 10. 4 0.9 8.4 0.8 
． 

前 26 E区とV区の間（No.3) 8. 1 0.9 0. 08 11. 3 11. 3 0.8 7. 6 1. 0 

s I区（ 20任'rii＇施用区） 8.2 1. 6 0.07 22.9 20.2 1. 4 8.9 1. 0 
57 ． E区（ 10kg／白施用区） 8. 1 1. 7 0. 07 24.3 11. 5 1. 2 8.7 1. 3 
10 ． E区（ .J,lj取区） 8.3 1. 7 0.05 34.0 8.7 0.7 8.4 0.9 
19 

ν区（ 対照区） 8.2 1. 6 o. 07 22. 9 10.8 0.8 8.3 0.4 

区
『『『『『『

ト～～s I 7. 9 1. 7 0. 11 15.5 「～～～トーー～
57 『ー』『ーー． II 区 8.0 1. 6 0. 11 14.5 ト一一卜～～～トー～
12 一～～． ill 区 7. 8 2.3 0. 15 15.3 ト～～

「一ー～
8 

卜ーーーー

一V 区 8.0 1. 6 o. 13 12. 3 ト～～
「～～～～

i--ーー

区
ーーーーーー卜～～～s I 7. 6 1. 7 o. 13 13. 1 「～～～

施 トー～ー
58 ー～～～～～． II 区 7. 6 2.5 0. 11 22.7 「～～～～

「一～～～トー～～
5 ーーーーーー． ill 区 7. 5 1. 7 0. 10 17. 0 ト～～

ト～～
24 

トー～

一V 区 7. 6 1. 9 0. 10 19.0 卜～～ー
「～～～

用
ト～～

s 区 7. 7 1. 8 0. 13 13.8 21. 4 1. 3 11. 5 1. 7 
58 ． ． II 区 8.0 2.9 0.20 14.5 19.7 1. 3 15.5 1. 3 
10 ． ill 区 7. 8 1. 0 0. 08 12.5 13.6 0. 9 7. 7 0. 9 

後 28 
V 区 7. 7 1. 6 0. 07 22.9 15. 0 0.9 8.5 1. 0 

s I 区 7. 0 1. 3 0. 13 10.0 16.2 0. 7 8.0 1. 3 

59 ． II 区 7. 2 2.3 0. 19 12. 1 15.9 0.5 10.0 1. 1 

8 ． ill 区 7. 2 1. 3 o. 10 13.0 15.7 0. 8 7. 8 o. 9 
14 

V 区 7. 2 1. 3 0.06 21. 7 13.3 0. 5 6.5 0.9 

s I 区 7. 1 1. 6 0. 10 16.0 17.0 1. 1 8.2 1. 4 
59 ． II 区 7. 3 2. 1 o. 13 16.2 17. 7 1. 0 11. 4 1. 1 
10 ． ill 区 7. 1 1. 6 o. 09 17.8 17. 0 1. 2 7. 6 1. 0 

9 
V 区 7. 0 1. 7 0. 11 15.5 19.6 1. 5 8.0 1. 2 
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附表 6 昭和 58年度積算優占度（ SOR 2 ）算出資料

：？哩と 区 II 区 m 区 N 区

C H C H C H C H 

ヨ モ ギ 3.30 84.1 2.80 72.0 2.60 75.4 2. 12 79.2 

ク ス 0.64 36.6 0.28 35.9 0.10 29.3 0.04 13.2 

ギョウギシパ 0.18 25.9 0.04 5.2 0.25 21. 9 0.03 15.4 

ブ タ ク サ 0.13 24.9 0.37 42.6 0.60 47.8 o. 16 42. 7 

シマスズメノ ヒエ 0.21 19.1 0.08 31. 0 0.01 6.1 0.00 10. 0 

ヒメムカシ ヨ モ ギ 0.03 22.5 0.03 24.3 o. 13 38.3 0.56 91. 5 

セイタカアワダチソウ 0.10 13.3 0.12 21.4 0.13 24.4 0.22 16.8 

キンU コロc}st:詰訟 0.04 14.3 0.02 7. 8 0.03 17. 2 0.09 32.8 

ス ス キ 0.04 13.0 0.02 5.0 0.02 13.6 0.22 17.0 

オ オ オ ナモ ミ 0.02 9.7 0.05 8.0 0.05 15.8 0.04 12.8 

ν ロツメク サ 0.14 7.4 0.04 6.7 0.02 5.0 

エ ノ コ ログサ 0.01 6.5 0.05 15.1 0.04 29.1 

ス ギ ナ 。。。 2.6 0.03 9.0 

オオマツ ヨイグサ 0.01 l. 8 0.01 l. 3 0.01 7.8 0.00 14.0 

コ フ ナ グ サ 0.00 l. 0 0.01 4. 7 

セ イヨ ウタンポポ 0.00 l. 3 0.00 l. 0 。。。 2.0 

ヤ フ て7 メ 0.00 2.3 0.06 49.9 

イネ科の一種 0.10 11. 0 

テリミノイヌホウズ、キ 0.01 9.5 0.00 5.6 

キヌガ サ ギ ク 。。。 5.0 

オオアレチ ノ ギ ク 0.01 5.5 0.00 12.0 

ヒメジョ 、オ / 0.02 3.9 0.02 4.4 

ノ ゲ 、J 0.00 2.2 

、y 二L ク サ 。。。 2.0 0.01 10.2 0.23 31. 8 

チ ガ ヤ 0.03 18.4 0.62 38.5 

ホ ウ キ ギ ク 0.00 13.0 o. 09 20.8 

オオ イ ヌタ ア 0.00 0.7 

ヤナ ギ科の一 種 。。。 13.0 

アメリカセンダングサ 0.02 7.9 

トウオオノてコ 0.02 6.0 

総種数（ 10m'当り） 17 20 19 23 

平均種数（lm'当り） 7 8 9 9 

振幅 5～9 5～10 6～10 4～12 

※ C・…・・平均被度 H・H ・－－平均植生高
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附衰 7 昭和 59年度積算優占度（ SOR 2 ）算出資料

~ 
I 区 IT 区 III 区 N 区

C H C H C H C H 

ヨ モ ギ 0. 70 85.5 1. 62 54.4 0.88 51. 6 0. 70 59.5 

ク ス 1. 04 101. 0 0.50 67. 5 1. 04 70.2 1.10 74.0 

セイタカアワダチソウ 0.32 69.8 0.42 56.4 0.33 65.3 0.15 56.0 

ブ タ ク サ 0.27 56.4 0.25 61.4 0.15 41. 2 0.17 29.2 

不 ズ ミ ム ギ 0. 19 60. 9 0.00 10.0 

ス ス キ 0.15 44.8 0.10 15.5 0.12 22.5 0.50 75.5 

オオマツヨイグサ 0.02 53.7 0.01 38.0 0.05 45.5 0.01 7. 0 

ギョ ウギシパ 0.08 47.6 0.02 23.0 0.07 37.3 0.06 36.8 

オオアレチノギ、ク 0.03 40.0 0.02 12.0 

シマスズ メノヒエ 0.10 8.0 0.00 9.0 

メ ヒ 正／ ノぐ 0.01 11.4 0.02 11. 3 0.00 2.5 

ノ ゲ Lノ 0.00 7.0 0.00 4.0 

イネ科の一種 0.00 6.5 0.10 11. 0 

エ ノ コ ログサ 0.00 6.2 0.04 24.7 0.02 21. 6 0.01 7. 5 

ノ イ ノf フ 0.02 4.5 0.00 1. 0 

、y 二工 ク サ 0.00 5.8 0.00 3.0 0.06 18.8 0.09 32.0 

ス ギ ナ 0.00 3.2 0.03 13.0 

コ フ ナ ゲ サ 0.00 2.8 

オオオナモ ミ 0.00 2.4 0.02 10. 5 

コ メ ヒ ::/ ノて 0.00 2.5 0.00 2.8 0.01 14.2 

ヒメムカシヨモギ、 0.00 7.0 0.01 6.8 0.01 9.2 0.00 5.0 

キンU コロ（ヨ持謡） 0.03 12.1 0.02 6.9 0.04 15.4 0.04 14.2 

ヤ ブ マ メ 0.00 3.0 0.00 1. 5 

ヒ メジョオ ン 0. 03 35.2 0.05 40. 0 

セイヨウタンポポ 0.00 2.0 0.00 3.0 0.00 1. 5 

チ tl ヤ 0.22 29.0 0.70 31. 0 

、y 1レ マ メ 0.00 3.5 0.55 49.5 

アキノ ノ ゲ ン 0.00 7. 0 

アメ リカセンダングサ 0.00 1. 5 

ヤナギ科の 一種 0.02 17. 0 

総種数 (lOn泊り） 22 18 19 22 

平均種数（lr，泊り） 9 7 9 10 

振幅 5～10 4～9 5～10 9～11 
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附表 8 昭和 57年度埋立地現存量 （9/r,t)

7トゴ±
I 区 IT 区 皿

重量（9) % 重量（9) % 重量（9)

ヨ モ ギ 631. 0 88.2 396. 7 77. 9 354.7 

シ ロツメク サ 54.9 7. 7 64.4 12.6 1.6 

ク ス 24.0 3.4 6.9 

ギョ ウギンパ 4.5 0.6 5.4 

エノコログサ※ 0.8 22.9 4.5 
0.1 

、y 二L ク サ 0.2 1. 8 0.4 

オオアレチノギク 7. 0 1. 4 

フ タ ク サ 12.2 2.4 

、y lレ マ メ 4.5 0.9 

ウ ン ノ、 コ "" 一、 2.0 

セイタカアワダチソウ 150.0 

アメリカセンダングサ 0.0 0.0 

チ ヂ ミ ザ サ 0.0 0.0 

ヒメムカ シ ヨモギ、 。。
1重 数 6 9 7 

重 量 i5' 計 715.4 509.5 520.6 

※ キンエノコロ，コツブキンエノコロを含む

区

% 

68.1 

0.3 

1. 3 

1. 0 

0.4 

28.8 

0.0 



附表 9 昭和 58年度埋立地現存量（ fj々の

：－：－－イ区 I 区 II 区 Ill 区
重量（9) % 重量的 % 重量（9) % 

ヨ モ ギ 356.6 94.1 184. 8 73.3 179. 7 65.7 

ク ス 8.9 2.3 15.8 6.3 6.9 2.5 

シロツメク サ 5.1 1. 3 3. 7 1. 5 

オオオナモ ミ 3.0 。.8 0.0 。。 3.2 1. 2 

ギョウギシパ 2.6 0. 7 5.1 1. 9 

キンエノコロ（、，コノコYブロ恥を含工t.f’、） 1. 0 0.3 12.0 4.8 3.1 1.1 

、y 二L ク サ 1.0 0.3 。。 。。 1. 2 0.4 

ス ス キ 0. 7 0.2 

オオマツヨイ グサ o. I, 0.0 

ヒメムカシヨモギ、 o. 1 0.0 0. 7 0.3 17. 3 6.3 

フ タ ク サ 0.0 0.0 11. 2 4.4 15.8 5.8 

コ ブ ナ グ サ 0.0 0.0 

メ ヒ エノ ノて 0.0 0.0 0.2 0. 1 1.2 0.4 

イネ科の一極① 0.3 0. 1 0.0 0.0 1. 2 0.4 

Prunus Sp. 0.0 0.0 

エノキグサ ？ 0.0 0.0 

セイ タカアワダチソウ 21. 2 8.4 2.9 1. 1 

テ リミノイヌホウズキ 1. 8 0. 7 

カ タ ノイ ミ 0. 5 0.2 

オオアレチ〆ギ、ク 0. 1 0.0 

シマスズメノヒ エ 18.8 6.9 

ホ ウ キ ギ ク 15.4 5.6 

エ ノ コログサ 1. 7 0.6 

アレ チ ギ シギジ 0.2 0. 1 

コ メ ヒ 、J ノて 。。 0.0 

アメリカセンダングサ 0.0 。。
キ ク 科の一種 0.0 。。
1重 数 6 5 6 

重 量 合計 379. 4 252.0 273.7 

※重量は3,r/の平均
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ヨ モ ギ

ク ス

セイ タカアワダチソウ

フ タ ク サ

オオマツ ヨイグ サ

ス ス キ

ギョ ウ ギ シ ノて

キンヱノコロc;P／認）
ヒメ ムカ シ ヨモギ、

エノ コ ロ グ サ

イ ネ 科 の一種

シマ ス ズメノ ヒ エ

ツ 二工 ク サ

ヒ メジ ョオ ン

セイヨウタンポポ

コ ブ ナ グ サ

、y 1レ て7 メ

コ メ ヒ Lノ ノて

ノ イ ノて フ

種 数

重 量 A口,._ 計

司．，

附衰 10 昭和 59年度埋立地現存量 （g/rrt) 

I 区 Il 区 Ill 区 N 区

重量 （｛｝） o,I; 重量（9) o,I; 重量（9) o,I; 重量（9) o,I; 

206.5 42.9 131. 7 29. 5 33.9 7. 1 9.6 1. 7 

111.1 23.1 96. 2 21. 5 56. 9 11. 9 125.7 21. 6 

83.8 17.4 164.2 36.7 337. 4 70.5 416. 9 71. 7 

30.1 6.3 13.0 2.9 14.9 3.1 0.0 。。
18.5 3.8 36.9 8.3 1. 0 0.2 

1.1 0.2 0.8 0.2 22.1 4.6 

12. 7 2.6 0.8 0. 1 0.0 0.0 

0.0 0.0 4.2 0.9 6.5 1. 4 0.3 0. 1 

1. 5 0.3 0.1 0.0 。。 0.0 

0.2 0.0 

15.1 3.1 

0.6 0. 1 

0.2 0.0 23.9 4.1 

1. 9 0.4 

0.2 0.0 

0.0 0.0 

4.8 0.8 

0.0 0.0 

0.0 0.0 

8 8 13 10 

481.2 447.1 478.8 581. 3 



附表 11 主要植物の生活型

生 活 型
種 名

休眠型 地下器官型 散布器官型 生育型

ヨ モ ギ Ch R2-s D4 pr 

ク ス Ch R5 D4 .e 

ギ ヨ ウ ギ 、／ ノて H R4 D4 p 

フ タ ク サ Th R5 D4 e 

シマスズメノヒエ H Rs D4 t 

ヒメムカシヨモギ「 Th(w) R5 DI pr 

セイタカアワダチソウ Ch Rs DI pr 

キ ン エ ノ コ ロ Th R5 D4 t 

ス ス キ H Rs D1 t 

‘ 1ノ ロ 、ソ メ ク サ Ch R4 D4 p 

オ オ オ ナ モ ミ Th R5 D2 e 

コニ ノ コ ロ グ サ Th R5 D4 t 

ス ギ ナ G R1-2 D1 e 

ヤ フ マ メ Th R5 D3 主

オオマツヨイグサ Th(w) R5 D4, I pr 

セイヨウ タン ポポ H Rs D2 r 

コ フ ナ ゲ サ Th R4 D4 b-p 

テリ ミノ イヌホウズ、キ Th R5 D2 b 

オオアレ チ ノ ギ ク Th(w) R5 DI pr 

キ ヌガサギ ク H R5 D4 PS 

ヒ メ ;/ ・ヨ オ ン Th(w) R5 DI pr 

ノ ゲ 1ノ Th(w) R5 D1 pr 

、ソ 二工 ク サ Th R5 D4 b-p 

チ ガ ヤ G R1-2 D2 t 

ホ ウ キ ギ ク Th R5 D1 e 

オ オ イ ヌ タ ア Th R5 D4 e 

アメリカセンダングサ Th R5 D1, 2 e 

ト ウ オ オノてコ H Rs D2, 4 r 

ネ ス ミ ム ギ Th(w) R5 D4 t 

メ ヒ ン ノて Th R4 D4 t 

ノ イ ノて フ N Rs D2 e 

、y Jレ マ メ Th R5 D3 且

ア キ ノ ノ ゲ シ Th R5 D1 pr 
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附表 12 生活型組成の比較（ Sp. % ) 

生活型 1 空白 ｛盟副58隼｝ 2 年目 （昭和 59年）
I 区 E 区 E 区 II 区 I 区 E 区 E 区 II 区

τb 35目8 26.3 42. 1 40.9 36.8 40. 0 38.9 35.0 
百1(w) 11. 8 26.3 15.8 13.6 21. 1 20. 0 16.7 20.0 
G 5.9 5.3 9. 1 5.3 5.6 10.0 
H 23.5 26.3 15.8 22.7 15.8 20.0 22.2 15.0 
α1 23.5 21. 1 21. 1 13.6 15.8 20.0 16.7 15.0 
N 5.3 5.0 
R1← 2 5.9 5.3 9. 1 5目 g 5.6 10.0 
R2-3 5.9 5.3 5.3 4.5 5.3 6.7 5.6 5.0 
R3 23.5 21. 1 15.8 22. 7 21. 1 20. 0 22.2 20.0 

R4 17. 6 10.5 10.5 9. 1 21. 1 20.0 11. 1 10.0 

Rs 47. 1 63.2 63.2 54. 5 47.4 53.3 55.6 55.0 

D1 29.4 36.8 31. 6 40.9 26. 3 33.3 38.9 40.0 

D2 5.9 10.5 10.5 9. 1 10. 5 10.0 

D3 5.9 4.5 6.7 11. 1 5.0 

D4 58.8 52.6 57. 9 45. 5 63.2 60.0 50.0 45.0 

e 17. 6 10. 5 21.1 22.7 21. 1 6.7 5.6 25.0 

b 5.3 5.3 
p 11. 8 10.5 10.5 4.5 5.3 6.7 5.6 5.0 

t 23.5 15.8 26.3 22.7 31. 6 26.7 27. 8 25.0 

r 5.9 5.3 9. 1 6.7 5.6 5.0 

R 11. 8 5.3 5.3 9. 1 5.3 13.3 16.7 10.0 

p' 23.5 36.8 26. 3 22.7 26. 3 33.3 33.3 25.0 

p' 5.3 

b p 5.9 5.3 5.3 9. 1 10.5 6.7 5.6 5.0 

附表 13 生活型組成の比較（ SDR % ) 

生活型
1 年目 （昭和58年） 2 年 目 （ 昭 和59年）

区 E 区 E 区 ν 区 区 E 区 E 区 ν区
Th 15. 5 20. 7 30. 3 34.9 12.8 21. 9 16.8 25.2 
古川w) 6. 1 10. 0 11. 1 18.9 20.7 16. 6 14.9 3.6 
G 0.8 4.0 10. 2 0.4 6.3 11. 7 
H 17. 1 13.3 9. 9 8.2 14.6 8.8 12.5 19.0 
α1 60,4 56. 1 44.6 27. 8 50.8 52.8 49.5 40.3 
N 0.7 0.2 

R1-2 0.8 4.0 10.2 0.4 6.3 11. 7 

R2-3 40.8 36.9 31. 0 22.5 17. 1 22. 6 16.2 13. 4 

R3 13.9 16. 6 9. 9 9.4 20.4 18. l 19. 2 22.4 

R4 10.2 3.3 7. 1 2.9 8. 1 7. 3 6.5 7. 0 

Rs 34.3 43.2 48. 0 55.0 53.9 52. 0 51. 7 45.6 

D1 14.3 17. 7 25.1 38.3 23. 8 27. 4 32. 9 35.4 

D2 2.4 4.8 4.6 2.9 0.9 1. 7 

D3 0.4 7. 0 0.5 0.8 10.9 

D4 82. 9 77. 5 70.3 51. 8 75.3 72. 1 66. 3 52.0 
e 10.2 15.5 19.8 14. 0 10.6 13.3 7. 6 8.9 

b 2.6 1.2 
p 9.8 3.3 7. 1 2.2 6. 1 4.5 6. 1 5.1 
t 14.7 12. 2 15.2 22.5 19.6 11. 3 16. 2 27. 7 
r 0.4 0.4 1. 2 0.5 0.4 0. 2 

R 13.5 11.1 6.5 9.0 22.5 16.8 21. 3 29.6 
p' 51. 0 53. 1 48.0 44.8 40.2 53.0 45.0 23.9 
p' 1. 5 
b p 0.4 0.1 2.2 6.3 1. 1 0.5 3.5 4.7 
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